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第 10 章  鉱 害 

1 概要 

 本市の石炭産業は、江戸時代末期、片寄平蔵ら

によって採掘が開始されて以来、最盛期の昭和 26

年には、83 炭鉱、2 万 3 千人の鉱員を擁し、年産

300 万トン前後の採炭量を誇っていました。

しかし、石油エネルギーの普及により衰退の一

途をたどり、昭和 51 年 9 月、常磐炭鑛㈱西部鑛業

所の閉山により終わりを告げました。

本市では、このように広く石炭の採掘が行われ

たため、浅い坑道の崩落によって陥没する、いわ

ゆる浅所陥没の鉱害が毎年発生しており、国県等

の関係機関と連携して復旧工事を実施しています。

2 浅所陥没復旧工事

浅所陥没復旧工事の年度別実施状況及び平成 28 年度に実施した浅所陥没復旧工事の施工状況

は、次のとおりです。

表 10－２－１ 浅所陥没復旧工事の年度別実施状況 

年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

箇所数 2 5 4 3 80 9 9 7 4 4

工事事業費

（千円） 
665 2,197 1,150 3,957 23,337 4,775 7,970 5,564 2,185 3,046
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表 10－２－２ 平成 28 年度 浅所陥没復旧工事 

（単位：千円）

No. 所  在  地 被害箇所 主な内容 事 業 費 

1 勿来町窪田熊ノ道地内（1 箇所） 農地 土工 486 

2 田人町旅人字上平石地内（1 箇所） 農地 土工 972 

3 瀬戸町小玉地内（2 箇所） 農地 土工 1,588 

第 11 章 環境影響評価 

（平成29年11月末現在）

№ 区分 事業名／事業者 事業の種類 事業規模
配慮書

公告日

方法書

公告日

準備書

公告日

評価書

公告日
手続の進捗状況

1 法律
(仮称)CEF福島黒佛木ｳｲﾝﾄﾞﾌｧｰﾑ事業

／クリーンエナジーファクトリー㈱
風力発電所

発電所出力

65,000ｋW
H21.2.17 - - 方法書手続終了

2 法律
（仮称）三大明神風力発電事業

／㈱ユーラスエナジーホールディングス
風力発電所

発電所出力

35,700ｋW
H26.10.21 H27.7.1 H28.7.29 - 準備書手続終了

3 法律
（仮称）田人風力発電事業

／㈱ユーラスエナジーホールディングス
風力発電所

発電所出力

21,600ｋW
H26.10.21 H27.7.1 H28.7.29 - 準備書手続終了

4 法律
（仮称）茨城風力発電事業

／インベナジー・ジャパン合同会社
風力発電所

発電所出力

最大60,000kW
H27.9.15 H28.6.16 - - 方法書手続中

5 条例
渡辺最終処分場第３期計画

／堺化学工業株式会社

産業廃棄物最終

処分場（管理型）

の規模変更事業

埋立地面積：48,140㎡増加

埋立容量：1,031,782㎥増加
H28.9.16 - - 方法書手続終了

6 法律
（仮称）阿武隈南部風力発電事業

／エコ・パワー株式会社
風力発電所

発電所出力

最大90,000ｋW
H29.1.13 - - 方法書手続中

7 法律
（仮称）川内鬼太郎山風力発電事業

／JR東日本エネルギー開発㈱
風力発電所

発電所出力

最大47,600kW
H29.3.7 - - 方法書手続中

8 法律
（仮称）馬揚山風力発電事業

／JR東日本エネルギー開発㈱
風力発電所

発電所出力

最大36,000kW
H29.3.21 H29.8.10 - - 方法書手続中

9 条例
廃棄物焼却施設更新事業

／いわき大王製紙株式会社

産業廃棄物焼却

施設の規模変更

事業

焼却能力

11.5t／h
H29.6.2 - - 方法書手続中

10 法律
（仮称）遠野風力発電事業

／アカシア・リニューアブルズ㈱
風力発電所

発電所出力

最大86,400kW
H29.7.28 - - - 配慮書手続終了

11 法律
（仮称）神楽山風力発電事業

／JR東日本エネルギー開発㈱
風力発電所

発電所出力

最大78,200kW
H29.9.13 - - 方法書手続中

表11－２　環境影響評価法及び福島県環境影響評価条例に基づく環境影響評価実施事業

（備考）　No.1及び7の事業は、事業実施区域と市域が隣接しているため、環境影響評価の対象区域となっています。

　　　　 　No.4の事業は、風力発電機の輸送にあたり、市内を通行するため、環境影響評価の対象区域となっています。
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1 環境影響評価制度とは 

環境影響評価制度とは、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を実施しようとする者が、

事業の実施前に、住民、市町村、県等が参加する一連の手続を通じて、その事業が環境に及ぼす

影響について調査、予測及び評価を行い、必要な環境保全措置を検討することにより、その事業

を環境保全上より望ましいものとしていく仕組みです。

我が国の環境影響評価制度は、昭和 59 年に閣議決定された環境影響評価実施要綱などにより

運用されてきましたが、平成 9 年 6 月に「環境影響評価法」が制定され、平成 11 年 6 月から全

面施行されました。

福島県では、平成 3年 7月に環境影響評価要綱を施行し、ゴルフ場等を対象に運用してきまし

たが、環境影響評価法の制定等を踏まえ、評価の対象となる事業の範囲を拡大するなど制度の実

を図り、平成 10年 12月に「福島県環境影響評価条例」を制定しました。

環境影響評価法及び福島県環境影響評価条例の対象事業は、表 11－１－１、２のとおりです。

2 いわき市における環境影響評価 

平成 29年 11月末現在において、市内で環境影響評価法又は福島県環境影響評価条例に基づい

て手続を実施している件数は 11件で、その事業内容については表 11－2のとおりです。


